
重点項目 具体的施策 達成目標 自己評価 成果と課題 改善策 学校関係者評価

一人ひとりの
教育的ニー
ズに応じた教
育課程の編
成

○実態把握をもとに個別の指導計
画、個別の教育支援計画を作成
し、学部会、個人懇談会、研修会等
で充実させる。

○アセスメントに基づいて個別の指導計画と
個別の教育支援計画の作成をする。
○作成した個別の指導計画を授業改善に生
かす。
○校内の研修会等で得た情報を個別の指
導計画に生かす。
○個人懇談会で説明責任を果たす。

○多様なアセスメントツールを使った実態を把握
○ICFの視点を取り入れた個別の指導計画の作成・
学部検討会の設定（6月、11月、2月）・通知票への反
映（全学部）
○発達段階や学習課題に応じたグループ、集団での
学習編成の工夫
○家庭との連携の充実(家庭訪問、個人懇談)

B

○アセスメントに基づいて個別の教育支援計画と個
別の指導計画を作成し、年間を通して見直しを行っ
た。また、夏季研修「アセスメントに基づいた授業作
り」を行った。
○学期のはじめと終わりに個別の指導計画の作
成・評価の学部会を設定し、予定通り内容検討や
共通理解を行った。

○様々な観点によるアセスメントや
発達段階や学習課題に応じたグ
ループ、集団での学習編成の工夫
をしていく。

複数担任で共通理解をして、チームで
児童生徒の指導にあたることが必要で
ある。

○各種相談、研修会を通して自立
活動の６つの領域「健康の保持」、
「心理的な安定」、「人間関係の形
成」、「環境の把握」、「身体の動
き」、「コミュニケーション力の育成」
の指導に必要な知識、技能・専門
性の向上を図る。

○課題学習相談、療育相談、整形健診、ＳＴ・Ｐ
Ｔ・ＯＴ相談を活用し、児童生徒の指導、支援に
役立てる。
○『からだの学習会』や自主研修会を通して技
能や技法を高める。

○課題学習相談(１０回）、療育相談(３回)、整形健診
(３回)、ＳＴ・ＰＴ・ＯＴ相談(各１０回)行う。
○『からだの学習会』(６月)

○外部の専門家の有機的な活用と校内の人材の活用・
育成を行った。　研修会・相談会の回数が多く内容の整
理や時期の調整が必要である。
○自立活動に関する授業や指導の充実と実態把握の
方法や位置づけの明確化がすすんだ。

○研修会・相談会の内容の精選と
適切な日程の調整を行う。研修会の
内容は新たなニーズに基づいて企
画する。

特別支援教育のセンター校として、教
員の専門性の維持向上は絶えず努力
して欲しい。

○「Ｒ－PDCAサイクルによる授業
力の向上をめざして-認知、作業、
言語の３つの場面から授業を構成
する-」をテーマに、わかる授業づく
りを図る。

○グループ研究日や各種相談事業、全体研修
会などで授業改善の取り組みができる。
○児童生徒の教育課題について客観性のある
実態把握を行うことができる。

○全体研究会（３回）、夏季研修会（１回）、市内発表
会（１回）
○指導案にわかる授業の３つの要素（認知、作業、言
語）を記載
○グループ研究日月１回実施
○授業の動画や授業評価シート（みたよんシート）の
活用と教員同士による授業づくりのアドバイス

○ミニ全体会や参加型の研修ができた。授業評価
シート（みたよんシート）を授業づくりに活かせた。
○課題学習相談等を活用による授業改善のＲ－Ｐ
ＤＣＡサイクルが展開した。
○授業力の向上、授業改善の取り組みができた。

卒業後の進
路や生活を
見据えたキャ
リア教育の推
進

○個別の教育支援計画、移行
支援計画等を活用し、連続性の
ある進路学習を確立する。
○個に応じたキャリア教育を実
施する。

○児童生徒や保護者のニーズを把握し、相
談や情報提供などの適切な支援を行う。
○児童生徒の将来をイメージして目標や課
題を設定し、計画的に進路学習を進める。

○高等部生徒事業所見学、体験実習
○保護者進路説明会、保護者事業所見学会
○教職員事業所見学会、研修会
○移行支援計画の作成（高等部）、移行支援連
絡会の開催（高３）

B

○高等部卒業後の進路決定について、相談や情報提供
などを行った。
○教職員や保護者への進路・福祉に関する啓発や情報
提供を行った。
○卒業生へのアフターフォローを必要に応じて行った。

○事業所見学や体験実習の実施方
法と時期を検討し、計画的に実施す
る。
○新しい進路先を開拓する。
○最新の福祉制度やサービスにつ
いての情報提供や研修会を行う。

医療的ケアが必要な卒業生の進路
先がまだまだ限られている現状があ
ることは、社会全体の課題である。

豊かな人間
関係の形成

○校区交流や学校間交流、共同学
習、学校行事等を通して児童生徒
の経験を拡大し地域社会とのつな
がりを深める。
○互いを思いやる心を持ったいじ
めのない学校作りに務める。

○小・中学部は校区交流（居住地交流）、学校間
交流を実施する。高等部は市内の公立高等学
校、近隣の特別支援学校との交流及び共同学
習を実施する。
○児童生徒の体験を広げられるよう遠足や宿泊
学習の内容を吟味する。
○相手の気持ちを考えたり、自分の言動を振り
返ったりする機会を持つ。

○交流及び共同学習に係る全校研修会の開催
◯交流（共同学習含む））を通して、児童生徒の様々
な体験の機会を増やし、生活の幅を広げる。
○春季遠足（４月）と林間学校（５月）の行事ごと
に、仲間づくりのための場面を設定する。
○いじめ防止にふさわしい教材を用意する。適宜
指導の機会を持つ。

B

○居住地交流では計画的な実施ができ、互いの交
流が深まった。高等部は市内の県立または市立の
高等学校や近隣の特別支援学校との交流及び共
同学習を実施した。
○行事ごとに学部を超えた縦割りで交流する機会
を設け、仲間づくりを図った。
○教材を用いて指導し、いじめのない学校づくりに
努めた。

○交流校との連携を十分にし、共通
理解のもとに推進していく。年度末
には振り返りの会を持ち、意見交換
を行う。
○遠足や宿泊学習の内容を吟味す
る。
○いじめの未然防止、早期発見、早
期対応に取り組む。

交流や学校行事をとおして、様々な
体験や人との関係づくりが進められ
ている。
障がい者の意思決定支援をどのよ
うに進めるのかを考えていく必要が
ある。

安心・安全な
学校生活の
推進

○全児童生徒の健康の維持増進
を図るとともに、医療的ケアの必要
な児童生徒へのケア内容に応じた
看護師の適切な配置と体制整備を
図る。
○人命を守り、安全を確保し、災害
の防止を図る
○児童生徒の通学を保障し、より
良い学校生活を送られるよう生活
環境を整える。

○個別の状況に応じた配慮及び行事に係る健
康管理をする。
○看護師不在の事態を避けるためのシステムを
整備する。
○児童・生徒に防災教育を実施するとともに、集
団の訓練を通して常に生命の安全に力を注ぐ。
○通学に関連する関係者及び関係機関との連
絡・調整に努める。
○非常事態発生時の児童・生徒の安全を確保
する。

○毎日の健康観察による健康状態の把握を行う。
○医療的ケアについて、常に複数で確認を行う。
○児童・生徒の安全を確保するための避難・防犯訓
練を実施する。（防犯訓練　８月、火災避難訓練　11
月、震災避難訓練　1月）
○避難経路の確認や消火・防災機器の管理など、日
常的な防災・防犯についての意識を高める。
◯各学部・各機関と連絡・調整・情報共有をしながら
通学に関する事象に迅速に対応する。
○月１回の業務間連絡会の開催

B

○個別的な医ケア対応が重なった。
○避難・防犯訓練において、具体的な場面を想定して、
各自が対応を考え行動する機会とした。
○事前学習（ＤＶＤを観る・ヘルメットの着用等）を生かし
て避難を行えた。
〇業務間連絡会でバス・タクシー関係者と情報交換を行
い、よりスムーズな運行の定着を図った。

○医療的ケアを必要とする児童生徒の
増加に伴い、個人の交流や実習のケア
ついては再検討する必要がある。
○実際の災害や火災で起こりうることを
想定した様々な訓練を行い、意識を高
めていく。
○関係機関との連携を密にしていく。

不審者対応の防犯訓練は必要である。
毎年取り組んでいることは良いことであ
る。

学校情報の
積極的な発
信

○特別支援教育への理解と啓
発を行う
○積極的に学校からの情報を
発信し、家庭、地域、学校園に
開かれた学校を目指す。

○日々の教育活動についても学校紹介を行い、
ホームページの積極的に更新を行う。
○学校ボランティアを積極的に募る。
○地域に向けた掲示板の活用。

○ホームページの更新月１回以上
○ボランティアのべ50人以上の参加
◯計画的にひこうき雲を作成し、配布する。
○行事ごとの児童生徒の様子を発信する。
○学校説明会・見学会の開催
○ふれあいフェスティバル及び学習発表会の開
催

B

○ホームページの更新　31回
○学校ボランティア（中高生）ふれあいフェスティバル
77名
○交流新聞「ひこうき雲」を計画的に発行し、市内公立
小中高等学校に配布
○学校説明会・見学会の実施　5月
○ふれあいフェスティバル　来校者400名
○学習発表会　来校者132名

○ふれあいフェスティバルや学習発表
会など、市民に学校の様子を周知する
機会のあり方について検討する。

ホームページの更新は回数だけではな
く、質の高さも求められている。センター
校としての特別支援教育の発進力を高
めて欲しい。

一歩進んだセ
ンター的機能
の充実

○特別支援教育における地域
のセンター的機能の充実を図
る。

○教育相談、巡回相談、学校園コンサル
テーションなど、各事業を円滑に実施する。
○市内の特別支援学級に在籍している子ど
もたちの指導・支援に関する専門性の向上
を図る。
○特別支援教育に関わる市内の福祉、医
療、就労機関との連携をする。
○地域のセンター校として、校内資源を有効
活用し、地域の特別支援教育の推進を図
る。
○積極的な学校園等コンサルテーションを

○特別支援学級担任者会や生徒指導担当者
会、コーディネーター担当者会等に参加する。
○市内すべての障がい種の特別支援学級に向
けて必要な支援を行う。
○発達支援学習会を開催し本市における連携を
推進する。
○校内支援として、からだの学習の時間などの
授業の相談や教材開発の支援を行う。
○教育委員会事務局やＳＳＷなどとの連携
○実践講座　１５講座実施

B

○特別支援学級の児童生徒の指導や支援方法につい
て相談や助言などを行った。
○特別支援学級担当者会の研修会にて個別の教育支
援計画と個別の指導計画について研修を行った。
○市内の特別支援教育に関わる教育、福祉、医療、就
労機関に参加を呼びかけ、発達支援学習会を開催し
た。
○実践講座　15講座　参加者669名
○学校園等コンサルテーション　学校園数　幼5、小１１、
中４相談件数260件、訪問回数80回
○教育相談　28件、　巡回相談　19件

○実践講座については次年度は企
画の工夫を行い、特別支援学級担
任向けや特別支援教育コーディネー
ター向けなど、それぞれ専門性を高
められるような講座の企画を検討し
たい。
○校内支援については校内ケース
会議の位置づけを明確にし、緊急時
に対応できるシステムを検討する必
要がある。

センター的機能は法律で定められて
いることであるので、特別支援学校
として必ずしなければならない。市
内全体の特別支援教育の推進のた
め、頑張っていると評価できる。

次年度に向けた重点的な改善点
新学習指導要領の趣旨をふまえ、キャリア教育の視点を取り入れたカリキュラムマネジメントを進める。個別の指導計画を授業改善に活かす。教職員が目標を共有し、チーム力を高める。

自己評価の基準　　Ａ：目標を上回った　Ｂ：目標どおりに達成できた　Ｃ：目標をやや下回った　Ｄ：目標を大きく下回った
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学校関係者評価総括
差別解消法が施行され物理的・精神的バリアフリーが進められている社会状況をふまえ、自立と社会参加をめざした学校教育について考える必要がある。児童生徒数が増え、学校に活気が増すと共に、全教職員がチーム力をアップして取り組みを進めることが
大切である。そのためには日々の話し合いを重ね、地道な努力が必要である。管理職がビジョンを共有し、率先して取り組まなければならない。

平成２９年度　学校評価総括表　　伊丹市立伊丹特別支援学校                                                                                                   

教育目標 一人ひとりの自立と社会参加をめざし、たくましく生きる力を育てる

重点目標
①研修・研究と授業改善・専門性の向上　②校内体制の活性化　③特別支援学校としての取り組みの充実と地域への発信の強化　④安心で安全な学校づくり　⑤一歩進んだセンター的機能の充実　⑥ゆとりが
感じられる職場づくり

項目


